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1/1

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

1回目 Ｆ － －

　認知症対応型共同生活介護は、福祉用具や医療のニーズなどを
包括的に対応すべきものとされており、介護報酬内で全てのサービ
スを提供することになっている。そのため、介護報酬は認知症対応
型共同生活介護を実施するために必要となる費用を勘案した上で設
定されていることから、ご提案のような、現行の報酬に加えて加算を
設けることについては、①利用者負担や事業者収入等の公平性の
観点から慎重な検討が必要②その必要性を客観的に証明できるエ
ビデンスが必要である。なお、認知症対応型共同生活介護には、他
のサービスと同様、医療連携体制加算が設けられており、当該加算
を活用して更なる医療ニーズへの対応も図ることが可能となってい
る。さらに、近年、認知症対応型共同生活介護を利用する入居者も
身体的に重度化が進行し、医療ニーズが求められるなど、期待され
る機能等が徐々に拡大してきていることを踏まえ、平成27年４月の報
酬改定では、看取り介護加算の充実を図ったところである。引き続
き、本サービスの今後の位置づけ・機能やあり方について、次期介
護報酬改定（平成３０年度）を見据えて議論がなされていくものと考え
ている。

c

・高齢者が身近な地域で生活を継続するためには、多様なサービス
の提供・展開が必要なことから、本県は、認知症対応型共同生活介
護（グループホーム）において、入居者のニーズに応じてきめ細かく
サービスを提供できるよう環境を整備すべきと提案した。平成27年４
月の介護報酬改定により、看取り介護加算の充実が図られたこと
は、本県提案の内容とは異なるものの、改善をもたらす対応と考え
る。

・一方で、近年、認知症対応型共同生活介護を利用する入居者の
身体的な重度化が進行し、医療ニーズが増大している。この認識の
下、第102回社会保障審議会介護給付費分科会では、「酸素療法、
カテーテル、疼痛の看護など重度化した医療ニーズのある入居者に
対応する医療連携をどのように考えるか」や「制度創設当初と比較
して入居者の要介護度の重度化により、備え付けの福祉用具では
対応が困難となっている実態を踏まえ、どのように考えるのか」が主
な論点となった。また、厚生労働省が平成25年度に行った「認知症
対応型共同生活介護のあり方に関する調査研究事業」では、入居
者の身体状況に関わらず、全て備え付けの福祉用具で対応してい
る事業所が全体の１／４弱（23.7％）あったとの調査結果を得てい
る。これらを踏まえると、入居者の約４割が３年以上にわたり入居す
る中で、死亡前の一時期だけを評価する対応では不十分と考える。

・認知症高齢者への対応をより適切に行うための対応策の一つとし
て、本県の提案は有効かつ効果的であり、特区内にこだわらず全国
で実施しても差し支えないものと考えるが、認知症対応型共同生活
介護を利用する入居者の身体的な重度化の進行に伴う対応につい
て、次期介護報酬改定（平成30年度）を見据えて議論されるのであ
れば、議論のための調査をどのような内容で行うのか、ご教示いた
だきたい。

　厚生労働省より、認知症対応型共同生活介護は介護報酬内で全てのサービスを提
供することになっており、提案内容のような加算については、公平性の観点から慎重な
検討が必要であり、必要性を客観的に証明できるエビデンスが必要との見解が示され
た。また、平成27年4月の報酬改定では、看取り介護加算の充実を図ったところであり、
引き続き次期介護報酬改定（平成30年度）を見据えて議論がなされていくものと示され
た。自治体より、認知症対応型共同生活介護を利用する入居者の身体的な重度化の
進行に伴う対応について、次期介護報酬改定（平成30年度）の議論を見据えて、どのよ
うな調査を行うのか教示を求めているため、厚生労働省は自治体の見解を踏まえ、ど
のような内容の調査を行うのかを示されたい。

2回目 Ｆ － －

　平成27年度厚生労働省老人保健健康増進等事業において、グ
ループホーム入居者の認知症の容態に応じて、適時適切に医療・介
護等が提供される仕組みや、個別ケア、地域との関わり方等につい
て、自治体、事業者を対象に調査を実施することとしており、その結
果等を踏まえ、本サービスの今後の位置づけ・機能やあり方につい
て、次期介護報酬改定（平成３０年度）を見据えて議論がなされてい
くものと考えている。

d

　本県が前回の回答で指摘した第102回社会保障審議会介護給付
費分科会での主な論点や、平成25年度「認知症対応型共同生活介
護のあり方に関する調査研究事業」の調査結果への対応について
は、次期介護報酬改定（平成30年度）を見据え、議論の前提となる
実態把握が、平成27年度「厚生労働省老人保健健康増進等事業」
によるグループホームに関する調査で行われるとのことであるか
ら、本提案については、調査内容・結果を踏まえた上で協議を継続
したい。

　厚生労働省は自治体の提案に対して、次期介護報酬改定（平成30年度）を見据え、
議論の前提となる実態把握を、平成27年度「厚生労働省老人保健健康増進等事業」に
よるグループホームに関する調査で行うこととしており、自治体が了承したことから協
議を終了する。なお、厚生労働省は自治体に調査結果等について適宜情報提供を行
い、自治体が希望する場合は、改めて協議を行うこととする。

ⅳ

1回目 Ａ－２ H27.9

H27.9.1
0827第4号通知
の改正通知を発

出

製造販売業者における国内における医療機器等
の品質管理業務の責任者である国内品質業務
運営責任者については、その業務を適切に行う
ため、その任命に際し、医療機器等の製造管理
及び品質管理に係る十分な経験を有していること
を求めるものである。

特にリスクの高い第一種医療機器を除く、第二種及び第三種並びに
体外診断用医薬品の製造販売業に係る国内品質管理業務運営責
任者の要件について見直しを行った。

「『日本再興戦略』改訂2015－未来への投資・生産性革命－」
（H27.6.30閣議決定）
（p121）
11　医療機器製造販売における国内品質業務運営責任者の資格要
件の緩和
・ 医療機器分野への新規企業の参入等を促すため、国内品質業務
運営責任者の資格要件である３年以上の業務従事経験について、
低リスクの医療機器を扱う場合には、医薬品医療機器等法に規定す
る製品に係る品質管理業務の従事経験に限らず、ISO9001又は
ISO13485に係る品質管理業務の従事経験を認めることとし、速やか
に通知を改正する。

a

国家戦略特区ＷＧにおいて、ISO13485及びISO9001の従事経験を
認める対策が合意に至り、厚生労働省において対応済みであり、平
成27年9月1日付でISO13485及びISO9001の従事経験を認める通知
が発出されたことが確認されたので、改正内容等を企業に周知して
まいります。

厚生労働省から、本年９月１日に第二種医療機器及び第三種医療機器並びに体外診
断用医薬品の製造販売業に係る国内品質管理業務運営責任者の要件について見直
しを行ったことにより、対応可能であるとの見解が示され、自治体の提案は実現可能と
なったため、協議を終了する。

ⅲ

2回目

1回目 Ｄ － －

医薬品等について一般消費者の使用を誤らせ、
若しくは乱用を助長させ、或いは信用を損なうこと
がないよう遵守すべき事項を示し、広告の適正化
を図る。

現時点で具体的な広告資料が共有出来ていないことから、その適切
性については判断出来ないが、産業支援機関が行う事業の成果に
関する情報提供の範囲内であれば、承認された効能効果や性能等
を逸脱しないように留意しつつ、医療機関等に対するＰＲや学会・展
示会等への出展・製品説明、紹介をすることは可能。

b

産業支援機関が行うファルマバレープロジェクトの事業の成果に関
する情報提供の範囲内であれば、承認された効能効果や性能等を
逸脱していないか留意しつつ、販路開拓を目的としたものであっても
医療機関等に対するＰＲや学会・展示会等への出展・製品説明、紹
介をすることは可能であることが分かりました。
今後、産業支援機関が具体的な「事業の成果に関する情報提供の
資料」を作成するに当たっては、承認された効能効果や性能等を逸
脱していないか等、企業と調整を行うとともに、疑義が生じた場合に
は、県薬事課にも相談の上、厚生労働省に確認させていただきた
い。

厚生労働省から現行制度で対応可能であるとの見解が示され、自治体の提案は実現
可能となったため、協議を終了する。
今後、具体的な「事業の成果に関する情報提供の資料」を作成するに当たって、自治
体が確認を求めた際には、厚生労働省は適切に対応すること。

ⅲ

2回目

医薬品等適正広告基
準
第３の10

ふじのくに先端
医療総合特区

27102
国内品質業務運営責
任者の資格要件の緩
和

国内品質業務運営責任者の資格要件（３年
の従事経験）は薬機法の製造販売業・製造
業でのみ認められている。
医療健康分野への新規参入を促進するた
め、資格要件となる３年の従事経験につい
て、薬機法の製造販売業・製造業のほか、同
等の品質管理システムであるISO13485認証
取得事業所を加えること

医療機器製造販売業への新規参
入企業の経済的負担（要件を満た
す人材の確保）がボトルネックと
なっている
経済的負担を軽減し、地域企業の
参入を促進させるため、資格要件
を緩和すること

回数

ふじのくに先端
医療総合特区

27103
産業支援機関に対す
る医薬品等適正広告
基準の緩和

医薬品等適正広告基準により、産業支援機
関による販路拡大等のための活動が限定的
となっている。
産業支援機関による医療機関等に対するＰ
Ｒや学会・展示会等への出展・製品説明、紹
介を可能とすること（チラシやＨＰ等を含む）

ファルマバレープロジェクトの推進
により、地域企業等が医療健康分
野へ参入を果たし、新製品の開発
及び製品化に至るケースが増えて
いるが、知名度や特殊な流通形態
の影響により企業が販売に苦慮し
ている場合がある。
このため、静岡県産業振興財団
ファルマバレーセンターでは、地域
企業等が開発し製造している医療
機器（届出、認証、承認品）を医療
機関に紹介し、サンプル試用を通じ
て販売に結び付ける事業（販路開
拓トライアル事業）を実施している
が、サンプル製品を紹介するチラシ
等（ＨＰを含む）を作成してＰＲする
と、広告基準に抵触する可能性が
大であるため、自粛せざるを得な
い。
産業支援機関は「世人の認識に相
当の影響を与える団体」とまでは言
えないことから、通常の販売促進活
動ではなく、販路開拓等のための
事業であることを明記することによ
り、実施を可能とすること

厚生労働省

厚生労働省
医薬・生活衛
生局監視指
導・麻薬対策
課

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容 政策課題とその解決策

とやま地域共生
型福祉推進特区

27101
認知症対応型共同生
活介護利用者の居宅
サービス利用

　住み慣れた身近な地域にあるグループ
ホームで高齢者が安心して暮らし続けるた
め、外部から居宅サービスの提供を受ける
必要がある場合に、認知症対応型共同生活
介護事業者がその費用を負担しなければな
らない現行制度を見直し、福祉用具貸与や
訪問看護などの利用を認め、介護報酬の対
象とすること。
　入居者の居宅サービスの利用が難しいの
であれば、入居者の状態の変化（重度化、医
療的ケアの必要など）に対して、事業所の負
担で個別に福祉用具貸与や訪問看護が提
供できる新たなサービス体制を整える事業所
に対して個別加算する仕組みを構築するこ
と。
　これにより、グループホームでのサービス
が多様化し、入居者は状態の変化に応じた
適切なサービスを受けることができるように
なり、ひいては、地域包括ケアの理念にも合
致し、総合特区の目的である地域共生型社
会の実現に寄与するものと考える。

　高齢者が身近な地域で生活を継
続するためには、多様なサービス
の提供・展開が必要である。
　認知症対応型グループホームに
おいて、入居者のニーズに応じてき
め細かくサービスを提供できるよう
環境を整備することが課題解決に
資するものと考える。

厚生労働省

厚生労働省
医薬・生活衛
生局監視指
導・麻薬対策
課

ＱＭＳ省令第72条第１
項第２号

薬事法等の一部を改
正する法律の施行に
伴う医療機器及び体外
診断用医薬品の製造
管理及び品質管理の
基準に関する省令の
改正について
（平成26年８月27日薬
食監麻発0827第４号）

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

厚生労働省

厚生労働省
認知症・虐待
防止対策推
進室

指定地域密着型サー
ビスの事業の人員、設
備及び運営に関する
基準（省令）第９９条第
２項

指定地域密着型サー
ビスに要する費用の額
の算定に関する基準
（厚生労働省告示）　別
表（指定地域密着型
サービス介護給付費
単位数表）の５

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用
者に対して、利用者の負担により、当該共同生活
住居における介護従事者以外の者による介護を
受けさせてはならない。
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1/1

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

1回目 Ｅ － －

調剤された薬剤は、人体に対する作用が著しく、
重篤な副作用が生じるおそれがあること、医師等
の処方箋により特定人の特定傷病にのみ用いら
れるものであること等から、その適正な使用を徹
底するため、薬剤師が対面により、書面等を用い
て必要な情報を提供し、薬学的知見に基づく指導
を行う、国民の安全を守るための制度です。

　対面による服薬指導は、国民の安全を守るための制度であり、平
成25年の医薬品医療機器等法改正に係る附帯決議においても、対
面服薬指導等を行うことを義務付ける仕組みを今後とも堅持する旨
決議されています。
　この附帯決議の趣旨に鑑みれば、安全性の実証がない中で、ご提
案のような遠隔情報伝達装置のみによる服薬指導を実施すること
は、適当でないものと考えています。
　なお、厚生労働省は、平成27年10月に策定した薬局ビジョンにおい
て、全薬局をかかりつけ薬剤師、薬局に再編していくことを示したとこ
ろです。提案県からも、実務者協議の場において、薬局ビジョンの実
現に向け、スマートフォンなどの遠隔情報伝達装置のみによる服薬
指導には課題もあることから、地域のかかりつけ薬剤師が対面によ
り服薬指導を行うことを推進していく旨説明を受けています。

b

今回の提案については、国において国家戦略特区に指定されてい
る地域について、今回提案した内容の実証が行われることとなって
いることから、本県においては、その状況を注視するとともに、今後
さらなる検討・論点整理を行った上で、今後の対応を検討したい。

厚生労働省の見解について、自治体は了解しているため、一旦協議を終了する。
なお、自治体は今後、さらなる検討・論点整理を行うこととしているので、自治体から相
談があった際には、厚生労働省は適切に対応すること。

ⅳ

2回目

1回目 Ｄ - - -
補助金で整備した施設等について、当該補助金の目的に沿った使
用を行うのであれば、補助金返還等の必要はない。 a

「コトデン瓦町ビル公共的施設の活用に関する基準」及び高松琴平
電気鉄道㈱への通知文（平成28年２月22日付け高都第554号）につ
いて、国土交通省へ内容確認を行った結果、当基準書等は補助事
業者の裁量の範囲内で、「現行法令等で対応可能」との回答であっ
たことから、既存公共的空間において民間事業者等による賑わい・
交流創出事業が実施可能となった。

自治体の提案は実現可能となったため、協議を終了する。 ⅲ

2回目

1回目 Ｄ - -
農地の転貸については、権利関係を複雑にする
ほか、耕作者の地位が不安定になることから、農
地法上、原則禁止としている。

農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用集積計画について
は、作成主体が市町村であることに鑑み、農地の転貸を認めてお
り、当該制度を活用すれば提案内容は実施可能。

a 農業経営基盤強化促進法により該当市町が農用地利用集積計画
を作成することで対応可能という回答を得たため、了解する。

自治体の提案は実現可能となったため、協議を終了する。 ⅲ

2回目

1回目 Ｅ - -

　品種登録出願前に出願品種が譲渡されていた
場合、譲受者は当該品種の種苗を業として生産、
販売等を行うことが想定されるところ、その後の
品種登録によって、既に販売等された当該品種
に育成者権が及ぶこととなる結果、取引が混乱
するおそれがある。
　一方、出願前に試験販売を行う等して市場性を
調査し、売れる見込みの高い品種のみを出願で
きるようにする必要がある。
　これらの事情等を考慮し、１年を譲渡可能期間
として出願前の譲渡を認めている。

○　種苗法第４条第２項の１年という出願前の譲渡可能期間は、「植
物新品種の保護に関する国際条約（ＵＰＯＶ91年条約）」第６条（１）に
定められている出願前の譲渡可能期間に即したものであり、総合特
区制度を活用した譲渡可能期間を３年とする規制緩和についても、
締約国の領域を対象とした同条約の同規定に明確に抵触するため、
これを行うことはできない。

○　現行法においても、出願前の譲渡可能期間内に行う譲渡に加え
て、期間外であっても実施可能な行為も活用することによって、消費
者や実需者等の市場ニーズを的確に検証し適切な改良を行うことは
可能である。たとえば、出願品種の所有権の移転を伴わない形で行
う植物体の展示、試験研究を目的とした当該品種の植物体としての
特性（色や形態、味、香り等）の調査のために行う譲渡は、出願の１
年以上前であっても行うことができる。

○　なお、これらの行為に当たるか否かは、その目的や当事者間の
契約内容等、個別具体的な事情を総合的に考慮し、判断する必要が
あるため、今後、実施を検討される方法について、何か御疑問があ
る場合には、個別に御相談いただければ対応する。

a
種苗法の規制の緩和は困難であるが、現行法令下で試験研究を目
的とした特性調査のために行う譲渡は可能との回答を得たため、了
解する。

　提案の実現に向けて自治体は、出願品種の所有権の移転を伴わない形で行う植物
体の展示、試験研究を目的とした当該品種の植物体としての特性調査のために行う譲
渡は、出願の１年以上前であっても行うことができるという見解を得ることができたた
め、協議を終了する。自治体は、得られた見解を踏まえ、取組を実施すること。
　なお、出願前の譲渡可能期間外での実施可能な行為に当たるか否かは、その目的
や当事者間の契約内容等、個別具体的な事情を総合的に考慮し、判断する必要があ
るため、自治体は、個別具体的な取組の実施方法について、必要に応じて農林水産省
に相談すること。また、農林水産省は、自治体から相談があった場合には、適切に対
応すること。

ⅳ

2回目

農地法第３条第２項第
６号

中心市街地と田
園地域が連携す
る高松コンパク
ト・エコシティ特
区

27202
補助金で整備した施
設等の目的外使用の
緩和

民間事業者による収益事業を可能とする利
用価値の高い賑わい空間として開放し、中央
商店街との連携による相乗効果により、中心
市街地の活性化を図ると共に、民間事業者
等による新たなビジネスチャンスを創出する
空間として利用することで、地域経済の活性
化を図る。
（実施したい収益事業・イベント等、占用許可
施設）
○産直市場、屋台村、ビアガーデン、まちカ
フェ、地産地消型ショップ、市民フリーマー
ケット、市民イベント、中央商店街の出店・PR
ブース等
○観光案内所、情報発信センター、免税カウ
ンターに関する情報発信　、その他市民サー
ビスに資するもの

当該公共的空間において、収益事
業を可能とすることで民間参入によ
る新たな賑わい拠点が形成され、
来街者の増加による周辺商店街へ
の相乗効果が期待できる。このこと
は、民間の知恵と地域資産を活用
し、地域産業の活性化及び地域固
有のコミュニティの維持・再生を図
り、持続可能なコンパクト・エコシ
ティのモデルを構築する本特区の
目的に合致するものである。
　具体的には、新規就農者等によ
る産直市場の開設や周辺商店街
のアンテナショップ等の出店、各種
収益イベントを実施することで、総
合特区の目標に掲げている「中央
商店街へ出荷した農家数」及び「中
央商店街１階空き店舗率」の改善
に効果がある。

回数

ふじのくに防災
減災・地域成長
モデル総合特区

27203
賃借した農地の利用
に関する規制の緩和

　借り受けた農地を転貸できる要件につい
て、営農の持続性が確保された高度な環境
制御施設において、種苗会社等が品種開発
等に利用する場合に限って認めることとす
る。

※ 農地法第３条第２項第６号の例外規定追
加

＜政策課題＞
　食分野における消費者及び実需
者ニーズの多様化に伴い、栄養価
や味覚、生態防御等の機能性に優
れた品種のほか、食品加工業者の
利用用途に応じた様々な品種開発
が求められている。
　また、多様で質の高い品種開発
を行うためには、緻密な生育条件
の設定が可能な環境制御栽培施
設が必要となっているが、財務力
の弱い中小種苗会社では、多額の
設備投資をすることが困難である
ため、ＩＣＴ等のノウハウを有する企
業等が設置した高度な栽培施設を
低コストで利用できる環境整備が
求められている。

＜解決策＞
　一般企業等が借り受けた農地に
設置した高度な環境制御栽培施設
において、専門性の高い技術力を
有する種苗会社等による利用を可
能とすることで、多様なニーズに対
応した質の高い品種開発を促進
し、競争力のある多彩で付加価値
の高い農業を実現する。

農林水産省

食料産業局
知的財産課

植物の新品種の保護
に関する国際条約（Ｕ
ＰＯＶ91年条約）第６条
(1)

種苗法第４条第２項

ふじのくに防災
減災・地域成長
モデル総合特区

27204
種苗登録における譲
渡可能な期間の延長
に関する規制の緩和

　品種登録出願前の譲渡可能な期間につい
て、現行の１年以内を３年以内に拡大する。
　
※ 種苗法第４条第２項のただし書きに追加

＜政策課題＞
　食分野における消費者及び実需
者ニーズの多様化に伴い、栄養価
や味覚、生態防御等の機能性に優
れた品種のほか、食品加工業者の
利用用途に応じた様々な品種開発
が求められている。
　市場性の高い品種開発を行うた
めには、消費者や実需者等の市場
ニーズを的確に検証し、適切な改
良を行うことが重要であるが、品種
登録出願前の譲渡可能な期間は１
年以内であり、十分な検証・改良を
行うことが困難であるため、市場性
の高い効果的な品種登録を行う上
で必要となる適切な譲渡期間の確
保が求められている。

＜解決策＞
　品種登録出願前の譲渡可能な期
間を３年以内に延長することで、種
苗会社が消費者や実需者等の市
場ニーズを十分に検証し、適切な
改良を行うための期間を確保する
ことが可能となり、市場性のある質
の高い品種登録を促進し、競争力
のある多彩で付加価値の高い農業
を実現する。

農林水産省

経営局農地
政策課

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容 政策課題とその解決策

かがわ医療福祉
総合特区

27201

へき地におけるスマー
トフォンなどの遠隔情
報伝達装置を用いた
処方薬の患者宅での
交付

薬局や医療機関などの医療資源が乏しいへ
き地においては、処方薬を薬剤師以外の従
業員が患者宅に配達して、スマートフォンな
ど遠隔情報伝達装置を用いて、薬剤師が服
薬指導する。

　服薬指導の対面の原則は、現行
法で規定されているが、薬局や医
療機関などの医療資源が乏しいへ
き地において見直すことにより、将
来の遠隔医療が広がる可能性が
ある。

国土交通省
住宅局市街
地建築課

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律第22条

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律施行令第14
条第2項

住宅局所管補助事業
等により取得した財産
等の取扱いについて
（平成20年12月22日住
宅局長通知）

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

厚生労働省
医薬・生活衛
生局総務課

医薬品、医療機器等の
品質、有効性及び安全
性の確保等に関する
法律第９条の３第１項

薬剤師法第２５条の２

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/sogotoc/kyougi/h27aki/kisei_kekka_besshi.pdf
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